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Abstract
The reforms of the electricity sector by the EU have made substantial progress since the 1990s. They were
inspired by the deregulation of the energy market promoted in some Western countries in response to the
changes in economic conditions since the 1970s. Discussions on the issues specific to the electricity sector
were conducted focusing on economies of seale, obligations of public service and state intervention, and the
vertically integrated structure of the industry.
This article attempts to reveal the co-icepts of the reforms for the electricity sector planed by the EU, and
assess the outcomes in the EU countries, especially in France which historically inclines to preserve its
inherent structures.
In this first part of the article, Chapter I reviews the brief history of discussions on the reforms of the
electricity sector in the EU. ChapterII analyzes the EU competition law and the directive of 1996 for the
electricity sector. In particular it analyzes the provisions on the unbundling of the vertica一ly integrated
industry, the third party access to network, the various roles of public service, and reveals the peculiar





























































































































































E U条約86条2は、電気事業など公益事業にたいして81条1 、 82条の適用が除外される場合があ




























































































































































































































































































































る(12粂)。これによりEDFの送電部門は、 EDF内部の自律的組織としてRTE (Reseau de
Transport dlElectricite)という組織になったO　また配電部門についても、 EDFの配電部門およ
び自治体骨の配電事業には従来どおりの地域独占がみとめられた(18条)0
法律は兼業規制について、 EDFは子会社・関連会社などをつうじて、有資格需要家への電力供
給に関連する事業をおこなうことができると規定し、かぎられた範囲であるが兼業規制を緩和した
(44粂　35)-
第三者アクセス
送電・配電系統運営事業者は、有資格需要家が送配電系統-アクセスし、 EU域内の発電事業者
あるいは電力供給事業者との間に電力需給契約を締結することができるようにしなければならない
(23条)0
系統を利用した送電の料金は、需要家間の内部補助を発生させないよう、アクセスにともなうす
べての費用にもとづいて供給種別ごとに決定されなければならない(4条)。また送電料金は、当
事者間の交渉によって決定する(交渉による第三者アクセス)のではなく、政府による規制に服す
ると規定し(36条)、規制された第三者アクセスを導入することを明記したO
EUは電力自由化政策によってどのような電力市場と電力産業の構造を実現しようとしてきたの
であろうかo公共サービスの義務、独占的産業組織そして政府による規制の存続を確認した。一方
競争導入の手段として、系統への第三者アクセスの導入、供給コストにもとづく料金設定などを導
入したO　これによって競争と財…人.資本の自由な移動を促進し、消費者の利益の増進と軽骨の国
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際競争力の向上など統合の利益を達成しようとした36)-
各国は、現実に機能しはじめてきた内部市場の論理が各国の利益に結びつく範囲内でE Uに協調
していくo　とくにフランスは自国の立場を強力に主張してきたo EU指令の規定に最低限従いなが
ら、 EDFの垂直統合組織と公役務の概念に基づく広範な政府介入などフランス独自の立場を維持
しようとしたO有資格需要家の範閲を定める政令(デクレ)は、有資格需要家の範囲をEUの規定
する範囲を下まわって設定したOこれは多くの加盟国でそれを上まわって設定したのとは対照的で
あった。また他の加盟国では、国内の有資格需要家が他の加盟国からの電力調達契約をむすぶ場合、
その契約期間に制約を課していないのにたいして、フランスでは契約期間を最短で3年間とすると
規定した。これらの規定には、フランスが指令の内容をできるだけゆるやかな形で移植しようとし
た意図が反映している37)
(未完)
